
 

宮城県監査委員告示第１５号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により報告した定期監査結

果について，宮城県知事から同条第１２項の規定により下記の措置を講じた旨の通知があった

ので，同条同項の規定に基づき公表する。 

 

  平成１９年１２月１１日 

 

                        宮城県監査委員 畠 山  和 純 

                        宮城県監査委員 袋      正 

                        宮城県監査委員  遊 佐 勘左衛門 

                        宮城県監査委員  谷地森  涼 子 

 

 

１ 監査委員の報告日 

  平成１９年９月２１日 

２ 通知のあった日 

  宮城県知事     平成１９年１０月２９日 

３ 監査委員の報告の内容及び措置の内容 

（１）税務課 

  ア 監査委員の報告の内容 

県税において，収入未済があったので，県税事務所の収納促進と適切な債権管理を図ら 

れたい。 

   （内容） 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分 １，９８４，２７１，８８１円 

     過年度分 ４，５２６，３１３，６６６円 

      合  計 ６，５１０，５８５，５４７円 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分 ２，３８１，７１９，１４６円 

     過年度分 ４，９９７，４３０，９４９円 

      合  計 ７，３７９，１５０，０９５円 

  イ 措置の内容 

   平成１９年３月に策定した「宮城県税収確保対策３か年計画」により，収入未済額の縮

減目標を設定し，「県税滞納額縮減対策本部」のもと縮減対策事業を着実に実行し，大幅

 



 

な収入未済額の縮減目標達成に向け，収納促進に努めるとともに，各県税事務所において

定期的に滞納事案検討会を開催し，適切な指導，助言を行うなど債権管理を図っている。 

（２）仙台中央県税事務所 

  ア 監査委員の報告の内容 

  県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。  

   （内容） 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分   ６４９，４６６，６５９円 

     過年度分 １，４１９，７１２，３０５円 

      合  計 ２，０６９，１７８，９６４円 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ６３４，８６４，４２０円 

     過年度分 １，６６５，２１６，５３６円 

      合  計 ２，３００，０８０，９５６円 

  イ 措置の内容 

   「平成１９年度県税事務実施計画」に基づき，滞納案件に即した適切な滞納整理を行う

ため，捜索による財産調査・差押，タイヤロックを活用した自動車差押を積極的に進め，

差押財産のインターネット公売も適宜実施する。 

   また，滞納整理進行管理会議により，滞納整理の進行管理を行い，税収の確保と滞納額

の縮減を図る。 

（３）仙台北県税事務所 

  ア 監査委員の報告の内容 

  県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

   （内容） 

・平成１８年度収入未済額 

現年度分   ３２５，３８６，９０５円 

過年度分   ７８４，４７６，３６６円 

合  計 １，１０９，８６３，２７１円 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分   ７９７，５４５，４５７円 

過年度分   ９０５，５４０，８５３円 

合  計 １，７０３，０８６，３１０円 

  イ 措置の内容 

   平成１９年度の当所の計画は，個人県民税については，さらなる収入未済額の縮減を図

 



 

るため，前年度に引き続き住民税徴収対策会議を開催するとともに，徴収の支援及び地方

税法第４８条直接徴収を実施する。 

   また，他の税目については，差押件数と収入未済額の縮減に相当の相関関係があること

から，タイヤロック，捜索，動産の差押え及び公売処分を積極的に実施し，差押の強化を

図っていく。 

（４）石巻県税事務所 

  ア 監査委員の報告の内容 

  県税において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未済があったので，

さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

  （内容）  

・平成１８年度収入未済額 

現年度分   １５５，８４１，６６１円 

過年度分   ４２３，５４１，９６９円 

合  計   ５７９，３８３，６３０円 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分   １７０，８２２，９２２円 

過年度分   ４７０，０００，６３０円 

合  計   ６４０，８２３，５５２円 

  イ 措置の内容 

   収入未済額の大半を占める個人県民税・自動車税の二税についての徴収を強化するため，

個人県民税は地方税法第４８条による個人住民税直接徴収と管内市町との共同催告の実施

を行うとともに，自動車税は捜索による動産や預金・給与・電話加入権等債権の差押え，

タイヤロックを活用した自動車差押えなど一層の強化を図っていく。 

（５）廃棄物対策課（竹の内産廃処分場対策室） 

  ア 監査委員の報告の内容 

  特別納付金（村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）におい

て，債務者に対して納付命令書及び督促状の送付を行っても，債務者が行方不明のため返

戻されるという状況にあるが，適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

・平成１８年度収入未済額 

現年度分   ４，８４７，０６５円 

過年度分  ８２，９６９，０９９円 

合  計  ８７，８１６，１６４円 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分  ４４，７１９，９４３円 

過年度分  ３８，２４９，１５６円 

 



 

合  計  ８２，９６９，０９９円 

  イ 措置の内容 

   国税徴収法の例に倣い，納付命令書及び督促状について，債務者に対する法的な送達手

続として平成１９年１０月９日に公示送達を行った。（公示期間：平成１９年１０月２日

～１０月８日） 

   債務者からの納付が認められない場合には，債務者の資産調査等を行い，強制執行が可

能な場合には強制執行を行う等の措置を講じていくこととする。また，当時の役員や実行

行為者等に対して責任追及が可能か否かを検討し，順次可能と判断されたものから措置命

令及び納付命令を行うこととする。 

（６）医療整備課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   補助金において，補助金交付要綱を定めていないものが認められたので，今後再発しな

いよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

 ・補助事業名 第６０回東北医師会連合会総会並びに学術大会運営費補助 

   ・補助事業者 社団法人宮城県医師会 

   ・補助金額  ８００，０００円 

  イ 措置の内容 

   ○ 交付要綱が不要な場合があるとの誤った認識に基づいたものであった。 

   ○ 当課の今年度の補助金執行事業について，改めて全て要綱を作成済みであることを

確認した。 

   ○ 今後も，交付決定等の決裁の際に添付すること等により，要綱作成が欠けることの

ないようにしていく。 

（７）医療整備課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   委託契約において，前払金の精算をせず，過払いのままとなっていることが認められた

ので，今後再発しないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

    前払金が，変更契約後の金額を超過したにも係わらず，過払いとなった前払金を返納

させなかったもの。 

 ・委託業務名 平成１８年度救急医療確保対策事業業務 

   ・当初契約額 ５２，６０４，４７５円 

   ・前払金額  ５０，１５６，８２０円 

   ・変更契約額 ５０，１３５，７６７円 

   ・過払額       ２１，０５３円 

  イ 措置の内容 

 



 

   ○ 平成１９年７月３０日付けで委託先である宮城県医師会から過払額を収納してい

る。 

   ○ 今後，契約書と支出の照合を複数人で確認することにした。 

（８）長寿社会政策課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   介護福祉士等修学資金貸付金償還金において，履行延期特約等申請の処理を長期間放置

し，且つ，当該償還金について調定していないものが認められたので，速やかに適正な事

務処理を行うとともに，今後再発しないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

    平成１８年５月に，債務者２名から履行延期の特約等承認申請書が提出されたが，申

請内容調査中であるとして，平成１８年５月分以降の償還金について調定していなかっ

たもの。 

 ・金額 ７９２，０００円（平成１８年５月～平成１９年３月分） 

  イ 措置の内容 

   ・債務者に対しては，早期に適正な償還計画を作成するよう指導し，計画的な償還を求

めていく。 

   ・今後は，償還に係る手続きが遅延しないよう関係規程に基づき，適切な事務処理に努

めていく。 

（９）子ども家庭課 

  ア 監査委員の報告の内容 

児童扶養手当給付費返還金において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未

済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分   １，３８７，４４０円 

     過年度分  ７６，１４２，１５４円 

合  計  ７７，５２９，５９４円 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ７，１２７，９６０円 

     過年度分  ７０，１４４，３４２円 

      合  計  ７７，２７２，３０２円 

  イ 措置の内容 

   返納未済分のある債務者については，電話や文書による督促を行うとともに，一括返済

の困難な債務者については，分割納入の指導を行うなど収納の促進に努めてきた。また，

課内において総括担当をリーダーとする債権回収のためのプロジェクトチームを設置し，

今後とも返納未済額の縮小に努めていく。 

 



 

   また，新たな債権の発生防止のため，研修会の開催や年３回の定期支払期（４月，８月，

１２月）に各市町村長に対して受給者ごとに受給資格の調査を依頼するなど発生防止に努

めていく。 

（１０）子ども家庭課 

  ア 監査委員の報告の内容 

母子寡婦福祉資金貸付金償還金において，収入未済があったので，保健福祉事務所に対

する収納促進の指導徹底と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分 １５，２２９，８０２円 

     過年度分 ３５，２３８，１２３円 

      合  計 ５０，４６７，９２５円 

   ・平成１７年度収入未済額 

     現年度分 １４，６０４，７１５円 

     過年度分 ２７，６５３，２９７円 

      合  計 ４２，２５８，０１２円 

  イ 措置の内容 

   収納促進対策と収入未済の発生防止対策を継続的に実行し，申請の段階から償還まで申

請者の生活状況を十分に確認するなど，きめ細やかな助言・指導を行うよう，指導を徹底

していく。 

（１１）障害福祉課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   扶養保険扶助費（心身障害者扶養共済制度年金）において，調定遅延が認められたので，

今後再発しないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

  受給権者死亡により過払いとなった年金について，過払い分の返納に係る調定を長期

間行わなかったもの。 

 ・金額    １００，０００円 

   ・過払い期間 平成１７年２～６月分 

   ・調定日   平成１９年１月２４日 

  イ 措置の内容 

   今後，再発しないよう細心の注意をもって対応し，調定事例が発生した際は，速やかに

調定を行うよう努めていく。 

（１２）仙台保健福祉事務所 

  ア 監査委員の報告の内容 

  未熟児養育費，過誤払返納金及び母子寡婦福祉資金貸付金償還金において，収入未済

 



 

を解消する努力はみられるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な

債権管理を図られたい。 

   （内容） 

○未熟児養育費 

    ・平成１８年度収入未済額 

      現年度分     １０６，２２９円 

      過年度分     ２４４，３５９円 

      合  計     ３５０，５８８円 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １１８，８７５円 

      過年度分     １４７，２８８円 

       合  計     ２６６，１６３円 

○過誤払返納金 

    ・平成１８年度収入未済額 

      現年度分           ０円 

      過年度分     ５６３，９８８円 

      合  計     ５６３，９８８円 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １７４，０５０円 

      過年度分     ３８９，９３８円 

       合  計     ５６３，９８８円 

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

    ・平成１８年度収入未済額 

      現年度分   ５，００９，２７３円 

      過年度分  １８，２５１，３８３円 

      合  計  ２３，２６０，６５６円 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   ５，１１３，２６２円 

      過年度分  １４，３２０，６４５円 

       合  計  １９，４３３，９０７円 

  イ 措置の内容 

   ○未熟児養育費 

     処理状況について，文書催告，電話連絡，家庭訪問等により状況確認を何度か試み

たが，不在であり確認することができなかった。 

     また，住民票等により転居が確認された方においては，転居先を訪問したが，不在

等で，現在の世帯，収入状況等について確認できなかった。 

 



 

     対応策については，今後も引き続き文書・電話・訪問等により納付催告を行ってい

く。 

     また，時効が成立している未済分については，子ども家庭課と協議しながら，不納

欠損処分等の対応について検討していく。 

   ○過誤払返納金 

    １ 特別障害者手当分 

     平成１８年度収入未済額（過年度分）は，３９２，１９０円である。 

     受給者本人が死亡，相続人全員が相続放棄を行ったため回収は不可能な状況にあり，

不納欠損処分を障害福祉課に依頼している。 

     今後は，受給開始時において資格喪失した場合は届出を行う必要があることを十分

説明すると共に，現況届等のチェックをより厳格に行い再発防止に努めていく。 

    ２ 生活保護分 

     平成１８年度収入未済額（過年度分）は１７１，７９８円である。 

     生活保護を廃止となっているケースが全てであり，納入には困難を伴うが家庭訪問

等により納入促進に努めていく。 

   ○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

     収納促進については，滞納発生後速やかに督促通知を行い，その後も電話や督促訪

問等により家庭状況等の確認を行いながら早期回収に努めている。 

     また，収入未済発生防止対策として，償還保証人への催告等の措置を講じている。 

     今後は未納者毎の未済状況・家庭状況の詳細な把握を行うと共に，所内の未済金縮

減検討会議・班内会議の開催，所外講師による研修会の開催により，効果的な収納促

進に努めていく。 

（１３）経営金融課 

  ア 監査委員の報告の内容 

小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金（高度化資金）及び林業・木材産業改善資金

貸付金償還金において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未済があった

ので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

○小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金（高度化資金） 

  ・平成１８年度収入未済額 

   現年度分   １７，９８８，９８４円 

      過年度分   ５４，５３９，８９４円 

合  計   ７２，５２８，８７８円 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   １１，５１０，７５２円 

      過年度分   ５０，８０６，１４２円 

 



 

       合  計   ６２，３１６，８９４円 

○林業・木材産業改善資金貸付金償還金 

    ・平成１８年度収入未済額 

      現年度分    １，４１８，０００円 

      過年度分    ８，３４２，０００円 

合  計    ９，７６０，０００円 

・平成１７年度収入未済額 

   現年度分    １，３１８，０００円 

      過年度分    ７，０２８，０００円 

       合  計    ８，３４６，０００円 

  イ 措置の内容 

   小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金（高度化資金）の収入未済については，未収

債権整理強化期間を設け，訪問調査及び公簿調査を実施の上，債務者の状況を把握し早期

納付の指導に取り組んでいる。 

   さらに，経済環境等の変化を常に注視し，貸付先に対し財務諸表の提出を求めるなど貸

付後の経営指導を実施しながら収入未済の発生防止に努めている。 

   林業・木材産業改善資金貸付金償還金の収入未済額については，関係機関の協力を得な

がら，定期的な電話連絡や訪問面談により納入を促すとともに債務者の実態を把握し，早

期完済に努めている。 

   また，その他の貸付先についても，現況確認を行うことにより収入未済の発生防止に努

めるとともに，それでも延滞が発生した場合には，迅速な対応を執ることにより，延滞の

長期化防止に努めている。 

（１４）産業人材育成課 

  ア 監査委員の報告の内容 

補助金等精算返還金において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収入未済

があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

 ・平成１８年度収入未済額 

  現年度分   １９，５４０，４５５円 

     過年度分    ９，３４８，２２６円 

合  計   ２８，８８８，６８１円 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分    ９，５８８，２２６円 

     過年度分            ０円 

     合  計    ９，５８８，２２６円 

  イ 措置の内容 

 



 

   平成１７年度分の収入未済額は，財産処分に係る補助金等精算返還金で，平成１８年３

月から分割納付を承認しており，平成１８年度分としては６４０，０００円のうち２４０，

０００円が納付され，９，３４８，２２６円が未済となったものである。 

   履行期限毎の通知書を発行する際に電話連絡し，期限内履行を促すとともに，不履行の

際には督促状を発付するなど債権管理に努めたが，なお未済となっているので，今後は，

定期的に文書催告を行うとともに呼び出しして事情を聴取するなど，より厳しく債権管理

を行うこととしている。 

   平成１８年度分の収入未済額は，登米市技能者訓練協会の補助金不正受給事件に係るも

ので，うち１５，３９８，０００円は認定職業訓練事業費補助金に係る返還金である。訓

練協会からの返還が困難と判断し，平成１９年５月に不正受給に責任を有すると認められ

る役員８名に対し，損害賠償を請求したところである。今後は訴訟の提起に向けた検討を

進めることとしている。 

   また，残額の４，１４２，４５５円は，認定職業訓練派遣等給付金に係る返還金であり，

平成１９年３月末現在で，返還通知を出した１８事業主のうち，１２事業主分が未済とな

っていたものである。督促状を発付後，文書や電話で催告するとともに直接訪問して折衝

するなどしており，平成１９年度に２事業主が返還している。９月末現在で，１０事業主

分３，７４８，２８８円が未済となっており，今後は支払督促手続を検討することとして

いる。 

（１５）産業人材育成課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   補助金において，不正受給等が認められたので，実績確認を徹底するなど，今後再発し

ないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

① 認定職業訓練事業費補助金について，多数の重複受講者が認められたため，受講生を

派遣したとされる事業主に対して調査したところ，受講生を派遣していない事実が判明

した。再度調査を実施したところ，訓練関係書類は全て偽造されており，補助対象事業

は全く実施しておらず，認定職業訓練事業費補助金を不正受給していたことが判明した

もの。 

 ・補助事業名 認定職業訓練事業費補助金 

   ・補助事業者 宮城県理容生活衛生同業組合 

   ・返還対象額 ５，３４６，０００円（平成１６～１８年度） 

          （不正受給した補助金及び加算金は全額返還済み） 

② 認定職業訓練事業費補助金について，多数の重複受講者が認められたため，現地調査

を実施したところ，受講生を架空に計上するなど，実績報告の一部の事業は架空の事業

であり，認定職業訓練事業費補助金を不正受給していたことが判明したもの。 

 ・補助事業名 認定職業訓練事業費補助金 

 



 

   ・補助事業者 職業訓練法人塩釜建設技能者訓練協会 

   ・返還対象額 １０，５６５，０００円（平成１５～１８年度） 

  イ 措置の内容 

   平成１８年度の登米市技能者訓練協会の補助金不正受給発覚後，直ちに，全補助事業実

施団体を対象に文書や会議を通じて不正防止の周知徹底を図るとともに，業務検査や実績

確認検査においては，普通課程については入校生，修了生の電話による全件確認調査，短

期課程については過年度資料との比較確認調査を実施し，疑問がある場合は無作為抽出に

よる電話確認調査を導入している。また，実績ヒアリングのためのチェックリストを作成

し職員研修を実施している。 

   平成１８年度の業務検査の過程で宮城県理容生活同業組合及び塩釜建設技能者訓練協会

の不正受給を発見したものであり，その他の補助団体については不正がなかったことを確

認している。平成１９年度においても同様の業務検査を実施中であり再発防止に万全を期

すこととしている。 

   なお，前記２件の不正受給については，返還対象額全額が返還されている。 

（１６）都市計画課 

  ア 監査委員の報告の内容 

  土地区画整理組合貸付金償還金において，収入未済額があったので，収納促進と適切な

債権管理を図られたい。 

（内容） 

  ・平成１８年度収入未済額 

    現年度分             ０円 

    過年度分   ５９５，０００，０００円 

合  計   ５９５，０００，０００円 

・平成１７年度収入未済額 

    現年度分   １２５，０００，０００円 

    過年度分   ４７０，０００，０００円 

     合  計   ５９５，０００，０００円 

  イ 措置の内容 

   組合は保留地処分金による返済を原則としているため，組合に対して，保留地販売促進

策の再構築を促すとともに，組合経営の改善を図るため，事業計画及び返済計画の見直し

を指導した。（組合側からは履行延期特約等承認申請書及び返済計画書（案）の提出があ

った。） 

（１７）建築宅地課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   委託料（国土交通省からの受託事業）において，調定遅延が認められたので，今後再発

しないよう対策を講じられたい。 

 



 

  （内容） 

   ・事業名    平成１８年度建築物等実態調査 

   ・金額     ６５１，１９０円 

   ・調定日    平成１９年２月 ５日 

   ・調定すべき日 平成１８年７月２１日（契約締結日） 

  イ 措置の内容 

   本来，国との委託契約時（平成１８年７月２１日）に合わせ，調定を決議するところを，

国の委託業務確定後の委託費の支払手続き終了の連絡（平成１９年２月５日）により，調

定を決議してしまったため，遅延したもの。今後，財務規則第３１条に基づく歳入の発生

時（委託契約時）の調定決議の事務手続きを徹底するため，歳入チェックリストを作成し，

再発防止に努めていく。 

（１８）住宅課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   県営住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，収入未済を解消する努力はみられ

るが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

  （内容） 

○県営住宅使用料 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分  ５０，９４７，０６５円 

     過年度分 １４６，８２２，７８０円 

     合  計 １９７，７６９，８４５円 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分  ６２，６１９，７００円 

     過年度分 １３８，２７２，４５８円 

      合  計 ２００，８９２，１５８円 

○県営住宅駐車場使用料 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分   ４，１９１，４０４円 

     過年度分   ５，４２６，４８５円 

     合  計   ９，６１７，８８９円 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ４，９４２，９５６円 

     過年度分   ５，０４７，８８５円 

      合  計   ９，９９０，８４１円 

  イ 措置の内容 

   銀行口座引落の加入促進，文書・電話・呼出し・訪問等による納入催告，連帯保証人へ

 



 

の請求，世帯の実情に応じた納入相談を行い，悪質滞納者に対しては，住宅明渡等の訴訟

提起を行う。滞納整理強化月間を設け，中期滞納者（滞納期間３ヶ月以上）に重点を置い

た戸別訪問指導を実施し，納入促進と収入未済の発生予防に努める。また，新たな取り組

みとして，民間債権回収業者のノウハウを生かした回収についても検討していく。 

（１９）住宅課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   利子補給金において，事業実績報告書の提出されていないものが認められたので，今後

再発しないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

 ・事業名   ①宮城県地域優良分譲住宅利子補給金 

          ②宮城県地域優良木造住宅利子補給金 

   ・補助金額  ①１４，２９２，９７０円 

②２２，９８１，６００円 

  イ 措置の内容 

   ・前年度の事業実績報告書提出未了者（利子給付金受領者）及び未了機関（受託銀行）

に対して，文書による督促通知を行い，報告書の提出を促した。 

   ・今年度以降の事業について（事業②については平成１８年度で終了済み）は，年度毎

に事業実績報告書の提出を促す通知を事前に行い，未了等の無いよう周知を徹底する。 

（２０）教職員課 

  ア 監査委員の報告の内容 

   雇用保険料（概算払い分）の納付遅延による，延滞金の発生が認められたので，今後再

発しないよう対策を講じられたい。 

  （内容） 

 ・雇用保険額  ２７，４１４円 

   ・延滞金     ３，０００円 

   ・納付期限   平成１８年５月２２日 

   ・納付年月日  平成１９年２月２７日 

  イ 措置の内容 

   従来，担当者一人で行っていた雇用保険料の納付確認を，今後は担当者の納付確認の後，

別の班員が納付確認を行う二重のチェック体制で対応することとした。 

   このことにより，平成１９年５月２１日納付期限の雇用保険料については，納付遅延を

防止することができた。 

   今後とも，納付遅延防止のため二重チェック体制を継続していくこととしている。 

（２１）警察本部 

  ア 監査委員の報告の内容 

   放置違反金及び損害賠償金において，収入未済を解消する努力はみられるが，なお，収

 



 

入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

  （内容） 

○放置違反金 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分  １８，４２２，０００円 

     過年度分           ０円 

     合  計  １８，４２２，０００円 

○損害賠償金 

   ・平成１８年度収入未済額 

     現年度分     ６２６，８００円 

     過年度分  １０，４７１，３５０円 

     合  計  １１，０９８，１５０円 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   １，１３１，３００円 

     過年度分   ９，４７５，０５０円 

      合  計  １０，６０６，３５０円 

  イ 措置の内容 

   ○ 放置違反金 

     文書や電話による催告を行い，自主納付を促すとともに，催告に応じない悪質な

滞納者に対しては法的措置を講じるなど，収納促進と収入未済の発生防止に努めて

いく。 

   ○ 損害賠償金 

     文書や電話による催告を行うとともに，一括納入が困難な債務者に対しては分割

納入の指導を行い，また，所在不明者については引き続き住所地や親類宅を確認す

るなどの追跡調査を行い，収入未済の縮減に努めていく。 

 

 

 


